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　業務の拡大による大規模建築物の確認に要する審査時間の増加が
想定されることから、業務の効率化と審査難易度による適切な人員配
置を図ることが必要である。

【目的適合性】

【計画性】

【組織運営の健全性】

　ここ数年、経営状況は黒字化し安定していることから、財政状況の健
全性について、高く評価できる。しかしながら、消費税増税の実施延期
に伴う住宅着工件数の落ち込みが予想され、収益性の状況についても
良い結果が出ていないことから財政状況を注視する必要がある。

【経営の効率性】

【財務状況の健全性】

＜財務状況＞
　財務の状況については、設備投資等のため赤字となったが、売
上高に大きな変動はなく、経営基盤は安定しているものと評価で
きる。

＜経営状況＞
　法人が自己評価した経営評価指標の項目については、各評価
項目において、おおむね妥当なものと認められる。

＜留意事項＞
　本県において競合する民間の指定確認検査機関も業務を行っ
ていること、都道府県が指定する指定確認検査機関のうち、株式
会社に対し都道府県が出資しているのは本県のみとなっているこ
となどを踏まえ、県においては、出資割合の段階的な引き下げな
どを含め、中長期的に完全民営化に向けた具体的な検討を進め
ることが必要と考える。
　近年、建設業界において、建築物（部材を含む）等の安全面（特
に耐震性能・免振性能）に対する信頼性の低下を招く事案が発生
していることから、建築物の確認・検査等を行う当法人において
は、絶えず広角的な視野から業務に取り組んでいただきたい。

　取締役会の開催等により、効率的な法人運営、社会情勢の変化に対
応した適正な経営改善等が図られている。

　業務有資格者数が確保され、法人の業務規模・業績に見合った適切
な人員配置が行われている。

経営評価結果

上記についての所管課の意見・評価

評価区分 Ａ：概ね良好

　公社設立目的であった民間確認検査機関の実行力による建築確認
検査実施率の向上が図られ、また、県民のニーズを反映したワンストッ
プサービス業務を運営するとともに、新たに社会経済状況等の変化に
向けた業務拡大の意欲がある。
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18 (株)建築住宅センター

所管課名 県土整備部建築住宅課

決算状況　（単位：千円、％）
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